
部局名 こども部

課 名 こども政策課

№ 根拠 根拠規定の名称 条項

1 法令 児童手当法 第7条 

2 法令 児童手当法 第9条 

3 法令 児童手当法 第12条 

4 法令 児童扶養手当法 第6条 

5 法令 母子保健法 第20条第1項 

6 例規
都城市子ども医療費の助成に関す
る条例

第5条第2項

7 例規
都城市母子及び父子家庭医療費助
成に関する条例

第5条第2項

8 例規
都城市寡婦等医療費助成に関する
条例

第5条第2項

9 例規 都城市児童館条例 第11条

10 例規 都城市児童プール条例 第6条

11 例規 都城市児童遊園条例 第3条

12 法令 母子及び父子並びに寡婦福祉法
第31条、第31条の
10

13 例規
都城市地域子育て支援センター条
例

第11条

利用許可

制限行為の許可、変更

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事
業の受給資格認定

使用料の還付

利用許可

様式Ａ－１

申請に対する処分一覧

申請に対する処分の内容

児童手当の未払請求

児童手当の受給資格及び額の認定（他の市
町村に住所を変更した場合を含む。）

児童手当の額の認定

児童扶養手当の受給資格認定

未熟児養育医療の給付等

受給資格の認定

受給資格の認定

受給資格の認定



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

1

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

児童手当の受給資格及び額の認定（他の市町村に住所を変更した場合を含む）

30日

児童手当法

児童手当法

№

審 査 基 準

【児童手当法】
(支給要件)
第四条　児童手当は、次の各号のいずれかに該当する者に支給する。
一　施設入所等児童以外の児童(以下「支給要件児童」という。)を監護し、か
つ、これと生計を同じくするその父又は母(当該支給要件児童に係る未成年後見
人があるときは、その未成年後見人とする。以下この項において「父母等」とい
う。)であつて、日本国内に住所(未成年後見人が法人である場合にあつては、主
たる事務所の所在地とす
る。)を有するもの
二　日本国内に住所を有しない父母等がその生計を維持している支給要件児童と
同居し、これを監護し、かつ、これと生計を同じくする者(当該支給要件児童と
同居することが困難であると認められる場合にあつては、当該支給要件児童を監
護し、かつ、これと生計を同じくする者とする。)のうち、当該支給要件児童の
生計を維持している父母等が指定する者であつて、日本国内に住所を有するもの
(当該支給要件児童の父母等を除く。以下「父母指定者」という。)
三　父母等又は父母指定者のいずれにも監護されず又はこれらと生計を同じくし
ない支給要件児童を監護し、かつ、その生計を維持する者であつて、日本国内に
住所を有するもの
四　施設入所等児童に対し児童自立生活援助を行う者、施設入所等児童が委託さ
れている小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親又は施設入所等児童が
入所若しくは入院をしている母子生活支援施設、障害児入所施設、指定発達支援
医療機関、乳児院等、障害者支援施設、のぞみの園、救護施設、更生施設若しく
は婦人保護施設(以下「障害児入所施設等」という。)の設置者
２　前項第一号の場合において、児童を監護し、かつ、これと生計を同じくする
その未成年後見人が数人あるときは、当該児童は、当該未成年後見人のうちいず
れか当該児童の生計を維持する程度の高い者によつて監護され、かつ、これと生
計を同じくするものとみなす。
３　第一項第一号又は第二号の場合において、父及び母、未成年後見人並びに父
母指定者のうちいずれか二以上の者が当該父及び母の子である児童を監護し、か
つ、これと生計を同じくするときは、当該児童は、当該父若しくは母、未成年後
見人又は父母指定者のうちいずれか当該児童の生計を維持する程度の高い者によ
つて監護され、かつ、これと生計を同じくするものとみなす。
〔次ページに続く〕

基準所管課

条 項

第7条

第4条、第6条、第7条第1
項、第8条第1項～第3項



４　前二項の規定にかかわらず、児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその父若しくは
母、未成年後見人又は父母指定者のうちいずれか一の者が当該児童と同居している場合(当該いずれ
か一の者が当該児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその他の父若しくは母、未成年後見
人又は父母指定者と生計を同じくしない場合に限る。)は、当該児童は、当該同居している父若しく
は母、未成年後見人又は父母指定者によつて監護され、かつ、これと生計を同じくするものとみな
す。

(児童手当の額)
第六条　児童手当は、月を単位として支給するものとし、その額は、一月につき、次の各号に掲げ
る児童手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
一　個人受給資格者の児童手当　次の表の第三子以降算定額算定対象者及び支給対象児童の人数の
欄に掲げる区分に応じ、それぞれ支給額の欄に掲げる額
　　次の表　【略】
二　法人受給資格者の児童手当　三歳以上児童算定額に三歳以上支給対象児童の数を乗じた額と、
三歳未満児童算定額に三歳未満支給対象児童の数を乗じた額を合算した額
三　施設等受給資格者の児童手当　三歳以上児童算定額に三歳以上施設入所等児童の数を乗じた額
と、三歳未満児童算定額に三歳未満施設入所等児童の数を乗じた額を合算した額
２　この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一　個人受給資格者　次条第一項に規定する一般受給資格者(第六号において「一般受給資格者」と
いう。)のうち、法人受給資格者以外のものをいう。
二　第三子以降算定額算定対象者　二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある
者(児童及び延長者等(児童福祉法第三十一条第四項に規定する延長者及びこれに類する者として内
閣府令で定めるものをいい、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日を経過した者に限る。)を
除く。)のうち、個人受給資格者によつて監護に相当する日常生活上の世話及び必要な保護並びにそ
の生計費の相当部分の負担が行われている者として内閣府令で定めるものであつて、日本国内に住
所を有するもの又は留学その他の内閣府令で定める理由により日本国内に住所を有しないものをい
う。
三　支給対象児童　次条第一項の認定に係る支給要件児童をいう。
四　三歳以上支給対象児童　三歳以上の支給対象児童(月の初日に生まれた支給対象児童にあつて
は、出生の日から三年を経過したもの)をいう。
五　三歳未満支給対象児童　三歳未満の支給対象児童(月の初日に生まれた支給対象児童にあつて
は、出生の日から三年を経過しないもの)をいう。
六　法人受給資格者　一般受給資格者(第四条第一項第一号に該当する者に限る。)のうち、未成年
後見人であり、かつ、法人であるものをいう。
七　施設等受給資格者　次条第二項に規定する施設等受給資格者をいう。
八　三歳以上施設入所等児童　次条第二項の認定に係る三歳以上の施設入所等児童(月の初日に生ま
れた施設入所等児童にあつては、出生の日から三年を経過したもの)をいう。
九　三歳未満施設入所等児童　次条第二項の認定に係る三歳未満の施設入所等児童(月の初日に生ま
れた施設入所等児童にあつては、出生の日から三年を経過しないもの)をいう。
３　第一項の「三歳未満児童算定額」は一万五千円とし、「三歳以上児童算定額」は一万円とし、
「第三子以降算定額」は三万円とする。
２４　児童手当の額は、国民の生活水準その他の諸事情に著しい変動が生じた場合には、変動後の
諸事情に応ずるため、速やかに改定の措置が講ぜられなければならない。

(認定)
第七条　児童手当の支給要件に該当する者(第四条第一項第一号から第三号までに係るものに限る。
以下「一般受給資格者」という。)は、児童手当の支給を受けようとするときは、その受給資格及び
児童手当の額について、内閣府令で定めるところにより、住所地(一般受給資格者が未成年後見人で
あり、かつ、法人である場合にあつては、主たる事務所の所在地とする。)の市町村長(特別区の区
長を含む。以下同じ。)の認定を受けなければならない。
(支給及び支払)
第八条　市町村長は、前条の認定をした一般受給資格者及び施設等受給資格者(以下「受給資格者」
という。)に対し、児童手当を支給する。
２　児童手当の支給は、受給資格者が前条の規定による認定の請求をした日の属する月の翌月から
始め、児童手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わる。
３　受給資格者が住所を変更した場合又は災害その他やむを得ない理由により前条の規定による認
定の請求をすることができなかつた場合において、住所を変更した後又はやむを得ない理由がやん
だ後十五日以内にその請求をしたときは、児童手当の支給は、前項の規定にかかわらず、受給資格
者が住所を変更した日又はやむを得ない理由により当該認定の請求をすることができなくなつた日
の属する月の翌月から始める。



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

2

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

児童手当の額の認定

30日

児童手当法

児童手当法

№

審 査 基 準

【児童手当法】
(児童手当の額)
第六条　児童手当は、月を単位として支給するものとし、その額は、一月につ
き、次の各号に掲げる児童手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
一　個人受給資格者の児童手当　次の表の第三子以降算定額算定対象者及び支給
対象児童の人数の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ支給額の欄に掲げる額
　次の表【略】
二　法人受給資格者の児童手当　三歳以上児童算定額に三歳以上支給対象児童の
数を乗じた額と、三歳未満児童算定額に三歳未満支給対象児童の数を乗じた額を
合算した額
三　施設等受給資格者の児童手当　三歳以上児童算定額に三歳以上施設入所等児
童の数を乗じた額と、三歳未満児童算定額に三歳未満施設入所等児童の数を乗じ
た額を合算した額
２　この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。
一　個人受給資格者　次条第一項に規定する一般受給資格者(第六号において
「一般受給資格者」という。)のうち、法人受給資格者以外のものをいう。
二　第三子以降算定額算定対象者　二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一
日までの間にある者(児童及び延長者等(児童福祉法第三十一条第四項に規定する
延長者及びこれに類する者として内閣府令で定めるものをいい、十八歳に達する
日以後の最初の三月三十一日を経過した者に限る。)を除く。)のうち、個人受給
資格者によつて監護に相当する日常生活上の世話及び必要な保護並びにその生計
費の相当部分の負担が行われている者として内閣府令で定めるものであつて、日
本国内に住所を有するもの又は留学その他の内閣府令で定める理由により日本国
内に住所を有しないものをいう。
三　支給対象児童　次条第一項の認定に係る支給要件児童をいう。
四　三歳以上支給対象児童　三歳以上の支給対象児童(月の初日に生まれた支給
対象児童にあつては、出生の日から三年を経過したもの)をいう。
五　三歳未満支給対象児童　三歳未満の支給対象児童(月の初日に生まれた支給
対象児童にあつては、出生の日から三年を経過しないもの)をいう。
六　法人受給資格者　一般受給資格者(第四条第一項第一号に該当する者に限
る。)のうち、未成年後見人であり、かつ、法人であるものをいう。
七　施設等受給資格者　次条第二項に規定する施設等受給資格者をいう。
八　三歳以上施設入所等児童　次条第二項の認定に係る三歳以上の施設入所等児
童(月の初日に生まれた施設入所等児童にあつては、出生の日から三年を経過し
たもの)をいう。
九　三歳未満施設入所等児童　次条第二項の認定に係る三歳未満の施設入所等児
童(月の初日に生まれた施設入所等児童にあつては、出生の日から三年を経過し
ないもの)をいう。
３　第一項の「三歳未満児童算定額」は一万五千円とし、「三歳以上児童算定
額」は一万円とし、「第三子以降算定額」は三万円とする。
〔次ページに続く〕

基準所管課

条 項

第9条

第6条



４　児童手当の額は、国民の生活水準その他の諸事情に著しい変動が生じた場合には、変動後の諸
事情に応ずるため、速やかに改定の措置が講ぜられなければならない。

(児童手当の額の改定)
第九条　児童手当の支給を受けている者につき、児童手当の額が増額することとなるに至つた場合
における児童手当の額の改定は、その者がその改定後の額につき認定の請求をした日の属する月の
翌月から行う。
２　前条第三項の規定は、前項の改定について準用する。
３　児童手当の支給を受けている者につき、児童手当の額が減額することとなるに至つた場合にお
ける児童手当の額の改定は、その事由が生じた日の属する月の翌月から行う。



４　第六条第二項、第七条第一項及び第三項、第八条から第十一条まで、第十二条第一項、第十三
条から第二十二条まで(第十八条第一項、第二項及び第六項を除く。)、第二十三条から第二十九条
まで(第二十六条第二項を除く。)並びに第三十条の規定は、第一項の給付について準用する。この
場合において、第十八条第三項中「被用者等でない者(被用者又は公務員(施設等受給資格者である
公務員を除く。)でない者をいう。以下同じ。)」とあるのは「公務員でない者」と、「費用(当該被
用者等でない者が施設等受給資格者である公務員である場合にあつては、中学校修了前の施設入所
等児童に係る児童手当の額に係る部分に限る。)」とあるのは「費用」と、第十九条中「第八条第一
項の規定により支給する児童手当の支給に要する費用のうち、被用者に対する費用(三歳に満たない
児童に係る児童手当の額に係る部分に限る。)についてはその四十五分の三十七に相当する額を、被
用者に対する費用(三歳以上中学校修了前の児童に係る児童手当の額に係る部分に限る。)について
はその三分の二に相当する額を、被用者等でない者に対する費用(当該被用者等でない者が施設等受
給資格者である公務員である場合にあつては、中学校修了前の施設入所等児童に係る児童手当の額
に係る部分に限る。)についてはその三分の二に相当する額を、それぞれ」とあるのは「附則第二条
第三項において準用する第八条第一項の規定により行う公務員でない者に対する附則第二条第一項
の給付に要する費用についてはその三分の二に相当する額を」と、第二十六条第一項中「被用者等
でない者の別」とあるのは「被用者等でない者(被用者又は公務員でない者をいう。以下同じ。)の
別」と読み替えるほか、その他の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。
５　第一項の給付については、当該給付を児童手当とみなして、特別会計に関する法律(平成十九年
法律第二十三号)その他の政令で定める法律の規定を適用する。
６　第一項の給付に係る第二十九条の二の規定の適用については、同条中「第二十二条の二」とあ
るのは「第二十二条」と、「第二十九条」とあるのは「第二十九条(これらの規定を附則第二条第三
項において準用する場合を含む。)」と、「第十七条第一項」とあるのは「第十七条第一項(附則第
二条第三項において準用する場合を含む。)」とする。
７　第一項から第五項までに定めるもののほか、第一項の給付の受給資格及び当該給付の額につい
ての認定の特例その他同項から第四項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。
８　偽りその他不正の手段により第一項の給付の支給を受けた者は、三年以下の懲役又は三十万円
以下の罰金に処する。ただし、刑法に正条があるときは、刑法による。
(平二四法二四・全改、平二四法六七・一部改正)



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

3

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

児童手当の未払請求

30日

児童手当法

児童手当法

№

審 査 基 準

(定義)
第三条　この法律において「児童」とは、十八歳に達する日以後の最初の三月三
十一日までの間にある者であつて、日本国内に住所を有するもの又は留学その他
の内閣府令で定める理由により日本国内に住所を有しないものをいう。

(支給要件)
第四条　児童手当は、次の各号のいずれかに該当する者に支給する。
一　施設入所等児童以外の児童(以下「支給要件児童」という。)を監護し、か
つ、これと生計を同じくするその父又は母(当該支給要件児童に係る未成年後見
人があるときは、その未成年後見人とする。以下この項において「父母等」とい
う。)であつて、日本国内に住所(未成年後見人が法人である場合にあつては、主
たる事務所の所在地とする。)を有するもの
二　日本国内に住所を有しない父母等がその生計を維持している支給要件児童と
同居し、これを監護し、かつ、これと生計を同じくする者(当該支給要件児童と
同居することが困難であると認められる場合にあつては、当該支給要件児童を監
護し、かつ、これと生計を同じくする者とする。)のうち、当該支給要件児童の
生計を維持している父母等が指定する者であつて、日本国内に住所を有するもの
(当該支給要件児童の父母等を除く。以下「父母指定者」という。)
三　父母等又は父母指定者のいずれにも監護されず又はこれらと生計を同じくし
ない支給要件児童を監護し、かつ、その生計を維持する者であつて、日本国内に
住所を有するもの
四　施設入所等児童に対し児童自立生活援助を行う者、施設入所等児童が委託さ
れている小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親又は施設入所等児童が
が入所若しくは入院をしている母子生活支援施設、障害児入所施設、指定発達支
援医療機関、乳児院等、障害者支援施設、のぞみの園、救護施設、更生施設若し
くは婦人保護施設(以下「障害児入所施設等」という。)の設置者
２　前項第一号の場合において、児童を監護し、かつ、これと生計を同じくする
その未成年後見人が数人あるときは、当該児童は、当該未成年後見人のうちいず
れか当該児童の生計を維持する程度の高い者によつて監護され、かつ、これと生
計を同じくするものとみなす。
〔次ページに続く〕

基準所管課

条 項

第12条

第3条第1項、第4条、第6
条、第8条第3項、第9条



３　第一項第一号又は第二号の場合において、父及び母、未成年後見人並びに父母指定者のうちい
ずれか二以上の者が当該父及び母の子である児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするとき
は、当該児童は、当該父若しくは母、未成年後見人又は父母指定者のうちいずれか当該児童の生計
を維持する程度の高い者によつて監護され、かつ、これと生計を同じくするものとみなす。
４　前二項の規定にかかわらず、児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその父若しくは
母、未成年後見人又は父母指定者のうちいずれか一の者が当該児童と同居している場合(当該いずれ
か一の者が当該児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその他の父若しくは母、未成年後見
人又は父母指定者と生計を同じくしない場合に限る。)は、当該児童は、当該同居している父若しく
は母、未成年後見人又は父母指定者によつて監護され、かつ、これと生計を同じくするものとみな
す。

(児童手当の額)
第六条　児童手当は、月を単位として支給するものとし、その額は、一月につき、次の各号に掲げ
る児童手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
一　個人受給資格者の児童手当　次の表の第三子以降算定額算定対象者及び支給対象児童の人数の
欄に掲げる区分に応じ、それぞれ支給額の欄に掲げる額
　次の表【略】
二　法人受給資格者の児童手当　三歳以上児童算定額に三歳以上支給対象児童の数を乗じた額と、
三歳未満児童算定額に三歳未満支給対象児童の数を乗じた額を合算した額
三　施設等受給資格者の児童手当　三歳以上児童算定額に三歳以上施設入所等児童の数を乗じた額
と、三歳未満児童算定額に三歳未満施設入所等児童の数を乗じた額を合算した額
２　この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一　個人受給資格者　次条第一項に規定する一般受給資格者(第六号において「一般受給資格者」と
いう。)のうち、法人受給資格者以外のものをいう。
二　第三子以降算定額算定対象者　二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある
者(児童及び延長者等(児童福祉法第三十一条第四項に規定する延長者及びこれに類する者として内
閣府令で定めるものをいい、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日を経過した者に限る。)を
除く。)のうち、個人受給資格者によつて監護に相当する日常生活上の世話及び必要な保護並びにそ
の生計費の相当部分の負担が行われている者として内閣府令で定めるものであつて、日本国内に住
所を有するもの又は留学その他の内閣府令で定める理由により日本国内に住所を有しないものをい
う。
三　支給対象児童　次条第一項の認定に係る支給要件児童をいう。
四　三歳以上支給対象児童　三歳以上の支給対象児童(月の初日に生まれた支給対象児童にあつて
は、出生の日から三年を経過したもの)をいう。
五　三歳未満支給対象児童　三歳未満の支給対象児童(月の初日に生まれた支給対象児童にあつて
は、出生の日から三年を経過しないもの)をいう。
六　法人受給資格者　一般受給資格者(第四条第一項第一号に該当する者に限る。)のうち、未成年
後見人であり、かつ、法人であるものをいう。
七　施設等受給資格者　次条第二項に規定する施設等受給資格者をいう。
八　三歳以上施設入所等児童　次条第二項の認定に係る三歳以上の施設入所等児童(月の初日に生ま
れた施設入所等児童にあつては、出生の日から三年を経過したもの)をいう。
九　三歳未満施設入所等児童　次条第二項の認定に係る三歳未満の施設入所等児童(月の初日に生ま
れた施設入所等児童にあつては、出生の日から三年を経過しないもの)をいう。
３　第一項の「三歳未満児童算定額」は一万五千円とし、「三歳以上児童算定額」は一万円とし、
「第三子以降算定額」は三万円とする。
４　児童手当の額は、国民の生活水準その他の諸事情に著しい変動が生じた場合には、変動後の諸
事情に応ずるため、速やかに改定の措置が講ぜられなければならない。

(支給及び支払)
第八条
３　受給資格者が住所を変更した場合又は災害その他やむを得ない理由により前条の規定による認
定の請求をすることができなかつた場合において、住所を変更した後又はやむを得ない理由がやん
だ後十五日以内にその請求をしたときは、児童手当の支給は、前項の規定にかかわらず、受給資格
者が住所を変更した日又はやむを得ない理由により当該認定の請求をすることができなくなつた日
の属する月の翌月から始める。

(児童手当の額の改定)
第九条　児童手当の支給を受けている者につき、児童手当の額が増額することとなるに至つた場合
における児童手当の額の改定は、その者がその改定後の額につき認定の請求をした日の属する月の
翌月から行う。
２　前条第三項の規定は、前項の改定について準用する。
３　児童手当の支給を受けている者につき、児童手当の額が減額することとなるに至つた場合にお
ける児童手当の額の改定は、その事由が生じた日の属する月の翌月から行う。



.
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部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

4

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

児童扶養手当の受給資格認定

15日

児童扶養手当法

児童扶養手当法
児童扶養手当法施行令

№

審 査 基 準

【児童扶養手当法】
(支給要件)
第四条　都道府県知事、市長(特別区の区長を含む。以下同じ。)及び福祉事務所
(社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)に定める福祉に関する事務所をい
う。以下同じ。)を管理する町村長(以下「都道府県知事等」という。)は、次の
各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者に対し、児童扶養
手当(以下「手当」という。)を支給する。
一　次のイからホまでのいずれかに該当する児童の母が当該児童を監護する場合
当該母
イ　父母が婚姻を解消した児童
ロ　父が死亡した児童
ハ　父が政令で定める程度の障害の状態にある児童
ニ　父の生死が明らかでない児童
ホ　その他イからニまでに準ずる状態にある児童で政令で定めるもの
二　次のイからホまでのいずれかに該当する児童の父が当該児童を監護し、か
つ、これと生計を同じくする場合　当該父
イ　父母が婚姻を解消した児童
ロ　母が死亡した児童
ハ　母が前号ハの政令で定める程度の障害の状態にある児童
ニ　母の生死が明らかでない児童
ホ　その他イからニまでに準ずる状態にある児童で政令で定めるもの
三　第一号イからホまでのいずれかに該当する児童を母が監護しない場合若しく
は同号イからホまでのいずれかに該当する児童(同号ロに該当するものを除く。)
の母がない場合であつて、当該母以外の者が当該児童を養育する(児童と同居し
て、これを監護し、かつ、その生計を維持することをいう。以下同じ。)とき、
前号イからホまでのいずれかに該当する児童を父が監護しないか、若しくはこれ
と生計を同じくしない場合(父がない場合を除く。)若しくは同号イからホまでの
いずれかに該当する児童(同号ロに該当するものを除く。)の父がない場合であつ
て、当該父以外の者が当該児童を養育するとき、又は父母がない場合であつて、
当該父母以外の者が当該児童を養育するとき　当該養育者
２　前項の規定にかかわらず、手当は、母又は養育者に対する手当にあつては児
童が第一号から第四号までのいずれかに該当するとき、父に対する手当にあつて
は児童が第一号、第二号、第五号又は第六号のいずれかに該当するときは、当該
児童については、支給しない。
一　日本国内に住所を有しないとき。
二　児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第六条の四に規定する里親に委
託されているとき。
〔次ページに続く〕

基準所管課

条 項

第6条

第4条
第1条、第1条の2、第2条



三　父と生計を同じくしているとき。ただし、その者が前項第一号ハに規定する政令で定める程度
の障害の状態にあるときを除く。
四　母の配偶者(前項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある父を除く。)に養育
されているとき。
五　母と生計を同じくしているとき。ただし、その者が前項第一号ハに規定する政令で定める程度
の障害の状態にあるときを除く。
六　父の配偶者(前項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある母を除く。)に養育
されているとき。
３　第一項の規定にかかわらず、手当は、母に対する手当にあつては当該母が、父に対する手当に
あつては当該父が、養育者に対する手当にあつては当該養育者が、日本国内に住所を有しないとき
は、支給しない。

【児童扶養手当法施行令】
(法第三条第一項及び第四条第一項第一号ハの政令で定める程度の障害の状態)
第一条　児童扶養手当法(以下「法」という。)第三条第一項に規定する政令で定める程度の障害の
状態は、別表第一に定めるとおりとする。
２　法第四条第一項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態は、別表第二に定めるとお
りとする。
(昭六〇政二三六・追加、平二二政一四四・一部改正)

(法第四条第一項第一号ホの政令で定める児童)
第一条の二　法第四条第一項第一号ホに規定する政令で定める児童は、次の各号のいずれかに該当
する児童とする。
一　父(母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、その母と事実上婚姻関係と同様の事
情にあつた者を含む。以下同じ。)が引き続き一年以上遺棄している児童
二　父が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成十三年法律第三十一号)第
十条第一項又は第十条の二の規定による命令(母の申立てにより発せられたものに限る。)を受けた
児童
三　父が法令により引き続き一年以上拘禁されている児童
四　母が婚姻(婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。以下同
じ。)によらないで懐胎した児童
五　前号に該当するかどうかが明らかでない児童

(法第四条第一項第二号ホの政令で定める児童)
第二条　法第四条第一項第二号ホに規定する政令で定める児童は、次の各号のいずれかに該当する
児童とする。
一　母が引き続き一年以上遺棄している児童
二　母が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第十条第一項又は第十条の二の
規定による命令(父の申立てにより発せられたものに限る。)を受けた児童
三　母が法令により引き続き一年以上拘禁されている児童
四　母が婚姻によらないで懐胎した児童
五　前号に該当するかどうかが明らかでない児童

別表第二(第一条関係)
(昭六〇政二三六・追加、昭六一政一三三・平一二政三〇九・一部改正)
一　次に掲げる視覚障害
イ　両眼の視力がそれぞれ〇・〇三以下のもの
ロ　一眼の視力が〇・〇四、他眼の視力が手動弁以下のもの
ハ　ゴールドマン型視野計による測定の結果、両眼のⅠ／四視標による周辺視野角度の和がそれぞ
れ八〇度以下かつⅠ／二視標による両眼中心視野角度が二八度以下のもの
ニ　自動視野計による測定の結果、両眼開放視認点数が七〇点以下かつ両眼中心視野視認点数が二
〇点以下のもの
二　両耳の聴力レベルが一〇〇デシベル以上のもの
三　両上肢の機能に著しい障害を有するもの
四　両上肢のすべての指を欠くもの
五　両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
六　両下肢の機能に著しい障害を有するもの
七　両下肢を足関節以上で欠くもの
八　体幹の機能に座つていることができない程度又は立ち上がることができない程度の障害を有す
るもの
九　前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働することを不能ならしめ、かつ、常時の介護
を必要とする程度の障害を有するもの
十　精神に、労働することを不能ならしめ、かつ、常時の監視又は介護を必要とする程度の障害を
有するもの
十一　傷病が治らないで、身体の機能又は精神に、労働することを不能ならしめ、かつ、長期にわ
たる高度の安静と常時の監視又は介護とを必要とする程度の障害を有するものであつて、厚生労働
大臣が定めるもの



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

5

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

平成30年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

未熟児養育医療の給付等

10日

母子保健法

母子保健法
「未熟児養育事業の実施について」（昭和62年7月
31日付け児発第668号厚生省児童家庭課局長通知）

№

審 査 基 準

【母子保健法】
(養育医療)
第二十条　市町村は、養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未
熟児に対し、その養育に必要な医療(以下「養育医療」という。)の給付を行い、
又はこれに代えて養育医療に要する費用を支給することができる。
２　前項の規定による費用の支給は、養育医療の給付が困難であると認められる
場合に限り、行なうことができる。
３　養育医療の給付の範囲は、次のとおりとする。
一　診察
二　薬剤又は治療材料の支給
三　医学的処置、手術及びその他の治療
四　病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護
五　移送
４～７ (略)

【未熟児養育事業の実施について】
　養育医療の対象は、母子保健法第6条第6項に規定する未熟児であって、医師が
入院養育を必要と認めたものとする。なお、法第6条第6項にいう「正常児が出生
時に有する諸機能を得るに至るまでのもの」とは、例えば、次のいずれかの症状
等を有している場合をいう。
　①出生時体重2,000グラム以下のもの
　②生活力が特に薄弱であって次に掲げるいずれかの症状を示すもの
　　ア）一般状態
　　　・運動不安、痙攣があるもの
　　　・運動が異常に少ないもの
　　イ）体温が摂氏34度以下のもの
　　ウ）呼吸器、循環器系
　　　・強度のチアノーゼが持続するもの、チアノーゼ発作を繰り返すもの
　　　・呼吸数が毎分50を超えて増加の傾向にあるか、又は毎分30以下のもの
　　　・出血傾向の強いもの
　　エ）消化器系
　　　・生後24時間以上排便のないもの
　　　・生後48時間以上嘔吐が持続しているもの
　　　・血性吐物、血清便のあるもの
　　オ）黄疸
　　　・生後数時間以内に現れるか、異常に強い黄疸のあるもの

基準所管課

条 項

第20条第1項

第20条第1～3項



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

6

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

1～7日

平成29年12月28日

令和4年10月1日

都城市子ども医療費の助成に関する条例 第5条第2項

都城市子ども医療費の助成に関する条例
都城市子ども医療費の助成に関する条例施行規則

第2条、第3条
第4条

審 査 基 準

【都城市子ども医療費の助成に関する条例】

（定義）
第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号
に定めるところによる。
(1)　子ども　15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者をいう。
(2)　乳幼児　6歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者をいう。
(3)　小中学生　子どものうち、乳幼児以外の者をいう。
(4)　助成対象者　医療費の助成の対象者として認定された子どもをいう。
(5)　保護者等　子どもの親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを
現に監護するものをいう。
(6)　受給者　助成対象者の保護者等をいう。
(7)　医療保険各法　健康保険法（大正11年法律第70号）、船員保険法（昭和14
年法律第73号）、私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）、国家公務員
共済組合法（昭和33年法律第128号）、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）
及び地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）をいう。
(8)　保険給付　医療保険各法に規定する療養の給付並びに保険外併用療養費、
療養費、訪問看護療養費、家族療養費、家族訪問看護療養費及び高額療養費の支
給をいう。
〔次ページに続く〕

審査基準整理票

基準所管課

№

市長

受給資格の認定

規 定 の 名 称 条 項



(9)　一部負担金　医療保険各法の規定により保険給付を受ける者が負担すべき額をいう（食事療養
及び選定療養に係る費用を除く。）。
(10)　保険医療機関等　医療保険各法に基づく病院、診療所、薬局、指定訪問看護事業者及び保険
者が特に認めたものをいう。
(11)　被保険者等　医療保険各法に規定する被保険者、被扶養者、日雇特例被保険者、組合員又は
加入者をいう。
（対象者）
第3条　医療費の助成を受けることができる子どもは、次の各号の全ての要件に該当する者とする。
(1)　本市に住所を有する者であること。
(2)　被保険者等であること。
(3)　生活保護法（昭和25年法律第144号）、児童福祉法（昭和22年法律第164号）、母子保健法（昭
和40年法律第141号）その他の法令等の規定により国又は地方公共団体の負担において医療費の全額
を負担される者でないこと。
2　前項の規定にかかわらず、小中学生が都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例（平成18
年条例第126号）又は都城市重度心身障害者医療費助成に関する条例（平成18年条例第139号）の規
定により医療費の助成を受けられる者である場合は、助成対象者としない。

【都城市子ども医療費の助成に関する条例施行規則】
(助成対象者の認定日)
第4条　条例第5条第2項に規定する規則で定める日とは、申請日前条第1項の申請をした日(以下「申
請日」という。)の属する月の初日とする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各
号に定める日とする。
(1)　出生により申請したとき　出生の日
(2)　市内に転入し、転入した日の属する月から起算して15日以内に申請したとき　条例第5条第2項
に定める認定対象者に該当することとなった日転入した日
(3)　市内に転入し、転入した日から起算して15日を経過した日以降で、かつ、転入した日の属する
月に申請したとき　申請日
(4)(3)　新たに医療保険各法による保険に加入し、当該保険の適用を受ける事となった日の属する
月に申請したとき　当該保険の適用を受けることとなった日



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

7

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和2年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

受給資格の認定

1～7日

都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例

都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例
都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例
施行規則

№

審 査 基 準

【都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例】
(対象者)
第3条　この条例に定める医療費の助成の対象となる者(以下「対象者」とい
う。)は、市内に住所を有する被保険者等で、次の各号のいずれかに該当するも
のとする。
(1)　20歳未満の者を扶養している配偶者のない女子又は男子
(2)　配偶者のない女子又は男子に扶養されている児童(就学のために市外に住所
を有する児童を含む。)
(3)　父母のない児童
2　前項に規定する対象者は、児童扶養手当法(昭和36年法律第238号)第9条に規
定する所得の範囲内にあるものとする。
3　第1項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者とし
ない。
(1)　生活保護法(昭和25年法律第144号)による保護を受けている者
(2)　児童福祉法(昭和22年法律第164号)、母子保健法(昭和40年法律第141号)そ
の他の法令等により、国又は地方公共団体が医療費の全額を負担している者
(3)　都城市こども医療費の助成に関する条例(平成18年条例第125号)の規定によ
り医療費の助成を受けられる者
(4)　都城市重度心身障害者医療費助成に関する条例（平成18年条例第139号）の
規定により医療費の助成を受けられる者
(助成の範囲)
第4条　市は、次条第2項の規定により対象者の認定を受けた者(以下「認定対象
者」という。)が、第6条第1項に規定する母子・父子等医療費受給資格証を提示
して、その負傷又は疾病について、保険医療機関等において医療を受け、医療保
険各法により当該医療に関する保険給付を受けた場合は、その一部負担金に相当
する額(入院時の食事療養に係る費用を除く。以下「一部負担金相当額」とい
う。)から1月に1,000円を控除して得た額を助成する。
2　認定対象者が、第6条第1項に規定する母子・父子等医療費受給資格証を提示
しないで、保険医療機関等において保険給付を受けて一部負担金を負担した場合
には、その一部負担金相当額から1月に1,000円を控除して得た額を認定対象者又
はその保護者等の申請により助成する。
3　認定対象者が、その負傷又は疾病について、保険医療機関等において医療を
受け、その医療費の全額を負担した場合には、当該医療の保険給付に相当する一
部負担金相当額から1月に1,000円を控除して得た額を認定対象者又はその保護者
等の申請により助成する。

〔次ページに続く〕

基準所管課

条 項

第5条第2項

第3条、第4条、第5条
第4条



？



4　前3項の規定にかかわらず、他の法令等により、国又は地方公共団体による医療給付を受けた場
合又は医療保険各法の規定に基づき規則、定款等により付加給付を受ける定めがある場合は、当該
助成額からその額を控除して得た額を助成額とする。
5　第１項から第３項までの規定にかかわらず、認定対象者が15歳に達する日以後の最初の３月31日
までの間にある者の場合において、当該認定対象者が当該各項に規定する一部負担金又は医療費の
全額を負担する場合の助成額は、当該各項に規定する一部負担金相当額と同額（第４項の規定の適
用がある場合は、同項に規定する付加給付額を当該助成額から控除して得た額）とする。
(申請及び認定)
第5条　医療費の助成を受けようとする対象者又は保護者等は、規則で定めるところにより、市長に
対して申請しなければならない。
2　市長は、前項の申請について、対象者の要件に該当すると認めたときは、規則で定める日から認
定対象者と認定するものとする。
3　前項の認定対象者に扶養している未成年者がいる場合は、当該未成年者の誕生日が月の末日でな
いものは、当該月の末日まで対象者とみなす。

【都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例施行規則】
 第4条　条例第5条第2項に規定する認定対象者の認定を受けようとする者は、母子・父子等医療費
受給資格認定申請書(様式第2号)に次に掲げる書類を添えて市長に対して申請しなければならない。
(1)　所得証明書又は所得閲覧承諾書
(2)　国民健康保険法の規定による被保険者証若しくは被保険者資格証明書又は社会保険各法(国民
健康保険法を除く。)による社会保険の被保険者証(以下「被保険者証」という。)
2　市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに認定対象者の適否の審査を行い、適当
と認めたときは、第12条に規定する母子・父子等医療費助成台帳に記載するとともに、条例第6条第
1項に規定する母子・父子等医療費受給資格証を交付し、不適当と認めたときは、母子・父子等医療
費受給資格認定申請却下通知書(様式第3号)により、その旨を通知するものとする。



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

8

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和6年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

受給資格の認定

1～7日

都城市寡婦等医療費助成に関する条例

都城市寡婦等医療費助成に関する条例
都城市寡婦等医療費助成に関する条例施行規則

№

審 査 基 準

【都城市寡婦等医療費助成に関する条例】
(対象者)
第3条　この条例に定める医療費の助成の対象となる者(以下「対象者」とい
う。)は、次の各号のいずれにも該当する寡婦等とする。
(1)　医療保険各法の規定による被保険者等であって、かつ、被保険者証に本人
以外の被保険者又は被扶養者の記載のない被保険者証の交付を受けているもの
(2)　市区町村民税が課税されていない者
2　前項の規定にかかわらず、生活保護法(昭和25年法律第144号)その他の法令等
により、国又は地方公共団体が医療費の全額を負担している者は、対象者としな
い。
(助成の範囲)
第4条　市は、次条第2項の規定により対象者の認定を受けた者(以下「認定対象
者」という。)が、第6条第1項に規定する寡婦等医療費受給資格証を提示して、
その負傷又は疾病について、保険医療機関等において医療を受け、医療保険各法
により当該医療に関する保険給付を受けた場合は、その一部負担金に相当する額
(ただし、入院時の食事療養に係る費用を除く。以下「一部負担金相当額」とい
う。)から1月に1,000円を控除して得た額を助成する。
2　認定対象者が、第6条第1項に規定する寡婦等医療費受給資格証を提示しない
で、保険医療機関等において保険給付を受けて一部負担金を負担した場合には、
その一部負担金相当額から1月に1,000円を控除して得た額を認定対象者の申請に
より助成する。
3　認定対象者が、その負傷又は疾病について、保険医療機関等において医療を
受け、その医療費の全額を負担した場合には、当該医療の保険給付に相当する一
部負担金相当額から1月に1,000円を控除して得た額を認定対象者の申請により助
成する。
4　前3項の規定にかかわらず、他の法令等により、国又は地方公共団体による医
療給付を受けた場合又は医療保険各法の規定に基づき規則、定款等により付加給
付を受ける定めがある場合は、当該助成額からその額を控除して得た額を助成額
とする。
(申請及び認定)
第5条　医療費の助成を受けようとする対象者は、規則で定めるところにより、
市長に対して申請しなければならない。
2　市長は、前項の申請について、対象者の要件に該当すると認めたときは、規
則で定める日から認定対象者と認定するものとする。
3　前項の規定により認定対象者と認定された者のうち70歳の誕生日の前日が月
の末日でないものは、当該月の末日まで対象者とみなす。
〔次ページに続く〕

基準所管課

条 項

第5条第2項

第3条、第4条、第5条
第4条



【都城市寡婦等医療費助成に関する条例施行規則】
(認定対象者の申請等)
第4条　条例第5条第2項に規定する認定対象者の認定を受けようとする者は、寡婦等医療費受給資格
認定申請書(様式第2号)に次に掲げる書類を添えて市長に対して申請しなければならない。
(1)　課税証明書又は課税閲覧承諾書
(2)　国民健康保険法の規定による被保険者証若しくは被保険者資格証明書又は社会保険各法(国民
健康保険法を除く。)による社会保険の被保険者証(以下「被保険者証」という。)
(3)　戸籍謄本又は戸籍抄本
(4)　前3号に掲げるもののほか、認定のために必要な書類等
2　市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに認定対象者の適否の審査を行い、適当
と認めたときは、第12条に規定する寡婦等医療費助成台帳に記載するとともに、条例第6条第1項に
規定する寡婦等医療費受給資格証を交付し、不適当と認めたときは、寡婦等医療費受給資格認定申
請却下通知書(様式第3号)により、その旨を通知するものとする。
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部 局 名 こども部

課 名 こども政策課
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処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和4年10月1日

規 定 の 名 称

指定管理者（市長による管理をする場合は市長）

審査基準整理票

利用許可

即日

都城市児童館条例

都城市児童館条例
都城市暴力団排除条例
都城市暴力団排除条例施行規則

№

審 査 基 準

【都城市児童館条例】
(利用の許可)
第11条　第4条第3号又は第4号に定めるものが児童館を利用しようとするとき
は、規則で定めるところにより、指定管理者の許可を受けなければならない。許
可を受けた者(以下「被許可者」という。)が許可を受けた事項を変更しようとす
るときも、同様とする。
2　指定管理者は、前項の規定により許可を受けようとする者が、次の各号のい
ずれかに該当するときは、利用を許可してはならない。
(1)　公の秩序若しくは善良の風俗に反し、又は公益を害するおそれがあると認
められるとき。
(2)　施設等を滅失し、又はき損するおそれがあると認められるとき。
(3)　暴力その他の不法行為を行うおそれがあると認められるとき。
(4)　前3号に掲げる場合のほか、利用させることにより施設等の管理上支障があ
ると認められるとき。
3　指定管理者は、施設等の管理上必要があると認めるときは、第1項に規定する
許可に条件を付し、又は許可した事項を変更することができる。

【都城市暴力団排除条例】
(公の施設の利用における制限)
第8条　市長、都城市教育委員会(以下「教育委員会」という。)又は地方自治法
(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定により指定された法人その他の団
体は、市が設置した公の施設のうち、多人数を収容できる会議場、集会場、その
他これらに類する施設の利用が、暴力団を利することとなると認めるときは、当
該施設利用を許可せず、又は当該利用の許可を取り消すことができるよう必要な
措置を講ずるものとする。

【都城市暴力団排除条例施行規則】
(公の施設の使用からの排除)
第21条　市長は、市の公の施設の使用の相手方が第3条に規定する者に該当する
場合は、特別の事情があるときを除き、当該公の施設の使用を認めないものとす
る。
(指定管理者への適用)
第22条　前3条の規定は、指定管理者が管理する公の施設について適用する。こ
の場合において、第20条及び前条中「市長」とあるのは、「指定管理者」と読み
替えるものとする。
2　(略)

基準所管課

条 項

第11条

第11条
第8条
第21条、第22条



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

10

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和4年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

利用許可

即日

都城市児童プール条例

都城市児童プール条例
都城市暴力団排除条例
都城市暴力団排除条例施行規則

№

審 査 基 準

【都城市児童プール条例】
(利用許可)
第6条　プールを利用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければ
ならない。

【都城市暴力団排除条例】
(公の施設の利用における制限)
第8条　市長、都城市教育委員会(以下「教育委員会」という。)又は地方自治法
(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定により指定された法人その他の団
体は、市が設置した公の施設のうち、多人数を収容できる会議場、集会場、その
他これらに類する施設の利用が、暴力団を利することとなると認めるときは、当
該施設利用を許可せず、又は当該利用の許可を取り消すことができるよう必要な
措置を講ずるものとする。

【都城市暴力団排除条例施行規則】
(公の施設の使用からの排除)
第21条　市長は、市の公の施設の使用の相手方が第3条に規定する者に該当する
場合は、特別の事情があるときを除き、当該公の施設の使用を認めないものとす
る。

基準所管課

条 項

第6条

第6条
第8条
第21条



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

11

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成30年10月1日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

制限行為の許可、変更

即日

都城市児童遊園条例

都城市児童遊園条例
都城市暴力団排除条例
都城市暴力団排除条例施行規則

№

審 査 基 準

【都城市児童遊園条例】
(行為の制限)
第3条　遊園において、次の各号のいずれかに該当する行為をしようとする者
は、市長の許可を受けなければならない。
(1)　物品の宣伝及び販売又は頒布、寄附金品の募集その他これらに類する行為
をすること。
(2)　業として写真又は映画を撮影すること。
(3)　興行を行うこと。
(4)　競技会、展示会その他これらに類する催しのために遊園の全部又は一部を
独占して利用すること。
(5)　遊園をその用途以外に使用することを目的とする集会を行うこと。
2　前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、行為の期間、行為を行う遊
園の場所、行為の内容その他必要事項を記載した申請書を市長に提出しなければ
ならない。
3　第1項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとするときは、当
該事項を記載した申請書を市長に提出してその許可を受けなければならない。
4　市長は、第1項各号に掲げる行為が遊園の利用に支障を及ぼさないと認める場
合に限り、同項又は前項の許可をすることができる。
5　市長は、第1項又は第3項の許可に遊園の管理上必要な範囲内で条件を付すこ
とができる。

【都城市暴力団排除条例】
(公の施設の利用における制限)
第8条　市長、都城市教育委員会(以下「教育委員会」という。)又は地方自治法
(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定により指定された法人その他の団
体は、市が設置した公の施設のうち、多人数を収容できる会議場、集会場、その
他これらに類する施設の利用が、暴力団を利することとなると認めるときは、当
該施設利用を許可せず、又は当該利用の許可を取り消すことができるよう必要な
措置を講ずるものとする。

【都城市暴力団排除条例施行規則】
(公の施設の使用からの排除)
第21条　市長は、市の公の施設の使用の相手方が第3条に規定する者に該当する
場合は、特別の事情があるときを除き、当該公の施設の使用を認めないものとす
る。

基準所管課

条 項

第3条

第3条
第8条
第21条



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

12

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

15日

令和2年10月1日

―

母子及び父子並びに寡婦福祉法
第31条
第31条の10

母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令

都城市母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業実

第27条1項、2項
第28条1項
第2条、第3条

審 査 基 準

【母子及び父子並びに寡婦福祉法】
(母子家庭自立支援給付金)
第三十一条　都道府県等は、配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものの
雇用の安定及び就職の促進を図るため、政令で定めるところにより、配偶者のな
い女子で現に児童を扶養しているもの又は事業主に対し、次に掲げる給付金(以
下「母子家庭自立支援給付金」という。)を支給することができる。
一　配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものが、厚生労働省令で定める
教育訓練を受け、当該教育訓練を修了した場合に、その者に支給する給付金(以
下「母子家庭自立支援教育訓練給付金」という。)
二　配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものが、安定した職業に就くこ
とを容易にするため必要な資格として厚生労働省令で定めるものを取得するため
養成機関において修業する場合に、その修業と生活との両立を支援するためその
者に支給する給付金(以下「母子家庭高等職業訓練促進給付金」という。)
三　前二号に掲げる給付金以外の給付金であつて、政令で定めるもの

(父子家庭自立支援給付金)
第三十一条の十　第三十一条から第三十一条の四までの規定は、配偶者のない男
子で現に児童を扶養しているものについて準用する。この場合において、第三十
一条中「母子家庭自立支援給付金」とあるのは「父子家庭自立支援給付金」と、
同条第一号中「母子家庭自立支援教育訓練給付金」とあるのは「父子家庭自立支
援教育訓練給付金」と、同条第二号中「母子家庭高等職業訓練促進給付金」とあ
るのは「父子家庭高等職業訓練促進給付金」と、第三十一条の二中「母子家庭自
立支援給付金」とあるのは「父子家庭自立支援給付金」と、第三十一条の三及び
第三十一条の四中「母子家庭自立支援教育訓練給付金又は母子家庭高等職業訓練
促進給付金」とあるのは「父子家庭自立支援教育訓練給付金又は父子家庭高等職
業訓練促進給付金」と読み替えるものとする。

〔次ページに続く〕

審査基準整理票

基準所管課

№

市長

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業の受給資格認定

規 定 の 名 称 条 項



【母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令】
(母子家庭自立支援教育訓練給付金)
第二十七条　法第三十一条第一号に規定する母子家庭自立支援教育訓練給付金(以下単に「母子家庭
自立支援教育訓練給付金」という。)は、配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものであつ
て、前年(一月から七月までに母子家庭自立支援教育訓練給付金の支給の請求をする場合にあつて
は、前々年とする。以下この項において同じ。)の所得が、その者の所得税法(昭和四十年法律第三
十三号)に規定する扶養親族(以下「扶養親族」という。)及びその者の扶養親族でない児童でその者
が前年の十二月三十一日において生計を維持したものの有無及び数に応じて、児童扶養手当法施行
令(昭和三十六年政令第四百五号)第二条の四第二項の表の第二欄に定める額未満であるもの(以下こ
の項及び第三項において「受給資格者」という。)が、雇用の安定及び就職の促進を図るために必要
な職業に関する教育訓練を受け、当該教育訓練を修了した場合に、当該受給資格者に対し支給する
ものとする。
２　前項に規定する所得の範囲及びその額の計算方法については、児童扶養手当法施行令第三条第
一項並びに第四条第一項及び第二項の規定の例による。

(母子家庭高等職業訓練促進給付金)
第二十八条　法第三十一条第二号に規定する母子家庭高等職業訓練促進給付金(以下単に「母子家庭
高等職業訓練促進給付金」という。)は、配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものであつ
て、前年(一月から七月までに当該母子家庭高等職業訓練促進給付金の支給の請求をする場合にあつ
ては、前々年とする。以下この項において同じ。)の所得が、その者の扶養親族及びその者の扶養親
族でない児童でその者が前年の十二月三十一日において生計を維持したものの有無及び数に応じ
て、児童扶養手当法施行令第二条の四第二項の表の第二欄に定める額未満であるもの(以下この条に
おいて「受給資格者」という。)が、就職を容易にするために必要な資格を取得するため養成機関に
おいて一年以上修業する場合に、当該受給資格者に対し支給するものとする。

【都城市母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業実施要綱】
(支給対象者)
第2条　本事業の支給対象者は、市内に居住する母子家庭等の父母であって、次の受給要件の全てを
満たす者とする。
(1)　児童扶養手当の支給を受けていること又は当該手当の支給要件と同等の所得水準にあること。
(2)　市税の滞納がないこと。
(3)　給付を受けようとする者の就業経験、技能、資格の取得状況、労働市場の状況などから判断し
て、当該教育訓練を受講することが適職に就くために必要であると市長が認める者であること。
(4)　過去にこの告示による給付金を受給した者でないこと。
(対象講座)
第3条　本事業の対象講座は、次のとおりとする。
(1)　雇用保険法(昭和49年法律第116号)及び雇用保険法施行規則(昭和50年労働省第3号)の規定によ
る一般教育訓練に係る教育訓練給付金(以下「一般教育訓練給付金」)という。)の指定教育訓練講座
及びこれに準じ市長が地域の実情に応じて適当と認める講座
(2)　雇用保険法及び雇用保険法施行規則の規定による専門実践教育訓練に係る教育訓練給付金(以
下「専門実践教育訓練給付金」という。)の指定教育訓練講座及びこれに準じ市長が地域の実情に応
じて適当と認める講座(専門資格の取得を目的とする講座に限る。)
(3)　雇用保険法及び雇用保険法施行規則の規定による特定一般教育訓練に係る教育訓練給付金(以
下「特定一般教育訓練給付金」という。)の指定教育訓練講座及びこれに準じ市長が地域の実情に応
じて適当と認める講座(専門資格の取得を目的とする講座に限る。)



様式Ａ－２

部 局 名 こども部

課 名 こども政策課

13

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

審 査 基 準

【都城市地域子育て支援センター条例】
(使用料の還付)
第11条　既に納入した使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該
当するときは、市長は、その全部又は一部を還付することができる。
(1)　天災地変等不可抗力によって利用できなくなったとき。
(2)　市長の都合により利用を取り消したとき。
(3)　利用者が許可された利用を取り消し、又は変更した場合において、市長が
還付することを適当と認めたとき。
2　前項ただし書きの規定に基づき使用料を還付する場合の手続その他必要な事
項については、都城市使用料条例施行規則(平成18年規則第76号)を準用する。

審査基準整理票

基準所管課

№

市長

使用料の還付

規 定 の 名 称 条 項

2か月

令和5年10月1日

―

都城市地域子育て支援センター条例 第11条

都城市地域子育て支援センター条例 第11条


